
締結装置補修の周期延伸 

 

西日本旅客鉄道株式会社 正会員 〇渡邊允弘 溝端祐哉 辻󠄀田大揮 
 
1. はじめに 

当社新幹線軌道における締結装置補修は，軸力管理と，

施工性や絶縁性の確保を目的として実施されているが，

その保守周期は理論的あるいは実験的根拠に基づいて

定められたものではない．表 1.1 に当社新幹線におけ

る保守周期を示す．スラブ軌道の締結装置補修につい

ては，過去の取組により周期延伸されている 1)．本検討

では，バラスト軌道における締結装置のボルト軸力推

移を分析し，締結装置補修周期を適正なものに見直し

た． 
2. ボルト軸力管理の重要性と軸力低下のメカニズム 

レール締結装置（以下，締結装置）は，板ばね等の被

締結物を介在させてボルトやナットで締め付け，ボル

ト軸方向に力を発生させることでレールを抑える機能

を発揮する．したがって，締結装置の機能を発揮させる

ためには，軸力を適正に保つことが重要である．一般的

に，軸力は 2つの要因によって低下する．一つは外力の
作用により力が加わることでボルトもしくはナットが

回転し生じる軸力低下である．もう一つは部材の変化

で，締結ボルトと被締結物間の製造時にできた凹凸の

圧接による摩耗や被締結物自体の変形や摩耗によって，

被締結物のボルト軸方向の寸法（締め付け長さ）が減少

することで生じる軸力低下である．締結装置において

も同様であると考え軸力低下の 2 つの要因について，
外力の作用に対しては疲労試験機を用いた促進試験，

部材の変化及び外力の作用に対しては実軌道締結装置

の締結ボルト軸力を測定することで軸力推移を確認し

た． 
3. 締結ボルト軸力の評価基準 

締結ボルト軸力の評価基準は，設計上必要なボルト軸

力とした。バラスト軌道のふく進抵抗力は片側レール

あたり 15kN/mとして設計されている 2）3)ことからふく

進抵抗力 15kN/m を確保するために必要なボルト軸力

を算出した．ボルト軸力を算出するには過去のスラブ

軌道での検討時に実施した手法 1)を用いて、 102 形で
12.3kN，高速形は 13.2kN とした．  
4. 繰返し載荷による影響 

疲労試験機を用いた促進試験では，鉄道総合技術研究

所所有の二軸疲労試験機を用いて，締結装置に列車相

当の荷重を繰り返し与え，ひずみゲージで軸力推移を

計測した．前述した設計上必要なボルト軸力を閾値と

し，繰返し回数とボルト軸力の関係を把握した．表 4.1

に促進試験に用いた各種パラメーター、図 4.1 に促進

試験の概略図を示す．促進試験は 102 形締結装置及び
高速形締結装置それぞれに対して行い，軌間内側から B
荷重，軌間外側からC荷重を交互に繰り返し載荷した．
B 荷重とはしばしば発生する常時（最大）荷重，C荷重
とは常時荷重を指す．なお，荷重履歴の有無および経過

時間によるボルト軸力の変化を把握するため比較用と

して載荷を実施しない同種の供試体を別途設け，ボル

ト軸力を測定した．設計輪重は締結装置設計時の耐久

性照査で使用される 170kN4)によらず，より実条件に近

い実車両（N700 系）の設計輪重である 110kN とした．

表 4.2 試験終了時の各軸力（kN） 

 試番 1（102形） 試番 2（高速形） 

外（C荷重） 21.8（12.3※） 24.3（13.2※） 

内（B荷重） 19.5（12.3※） 22.4（13.2※） 

（※ふく進抵抗力 15kN/mに必要な軸力） 
 

(a)102 形 (b)高速形 

図 4.2 締結ボルト軸力推移 

表 1.1 周期延伸前の締結装置補修周期 

締結種別 トルク 
調整 

注油 
トルク調整 

スラブ軌道 
（）内は直 4形 

4年 
（3年） 

8年 
（6年） 

PCまくらぎ 3年 6年 
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表 4.1 促進試験に用いた各種パラメーター 

種別 締結 
間隔 

設計 
輪重 

試験荷重 
載荷 
回数 

内側 外側 

102形 
582㎜ 110kN 

23.4kN 17.6kN 
600万回 

高速形 24.2kN 18.1kN 

 
 

図 4.1 促進試験概略図 
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載荷回数は敷設 6 年相当の回数である 600 万回載荷し
た．また，外気温の影響を調べるため，気温測定も行っ

た．その結果を図 4.2 及び表 4.2 に示す．ボルト軸力

推移は各試番とも一定の軸力低下に落ち着き，試験終

了後の締結ボルト軸力も所定の軸力を満たしているこ

とが確認できた．比較用として用意した無載荷のもの

を含め各試番とも軸力変動がみられるが、外気温の変

化に連動していることから，この軸力変動は温度変化

によるものと考える．また，各試番とも締結装置の亀裂

やへたりといった変状は認められなかった． 
5. 実軌道での締結ボルト軸力推移 

実軌道での締結ボルト軸力推移を確認するため超音

波法によるボルト軸力測定を実施した．測定は前回締

結装置補修からの経過年数ごとに実施した．超音波法

による軸力測定数を表 5.1に測定結果を図 5.1に示す．

実軌道での超音波法ボルト軸力測定結果は，促進試験

同様に 102形・高速形とも経年（1 年：繰り返し回数 100
万回相当）により低下傾向が見られる．経過年数 10年
（繰り返し回数：1000 万回相当）時点でも，第 3 節で
述べた必要な締結ボルト軸力を満たしている．超音波

法ボルト軸力測定結果は各経過年数でのばらつきが大

きく，必要なボルト軸力を下回る値も検出されている

が，経過年数ごとに現地の締結トルク測定を実施した

結果，102 形及び高速形締結ボルト緊締時の最低トルク
120N・mは確保していたため，最低トルク 120N・mで

の締結ボルト軸力 19.2kNは満たしていると考えられる．
このことからボルト長変化を超音波跳ね返りにより測

定する超音波法測定による誤差であると考えられる． 
6. 締結装置補修周期延伸及び注意点 

疲労試験機による促進試験及び実軌道に対する超音

波法ボルト軸力測定結果よりバラスト軌道の締結ボル

ト軸力は敷設 15年後でも十分な軸力を有しており現状
のバラスト軌道締結装置補修周期からの周期延伸は可

能と考える．しかし，当社ではこれまで試行を含め 11
年を超える周期延伸の経験がなく後述するような影響

が考えられる．他社及び当社のスラブ軌道での締結装

置補修周期を踏まえて表 6.1の通り 10年まで延伸する
こととした． 
周期延伸による懸念事項として，トンネル坑口前後等

線路環境による特異箇所の管理，軌道回路レベルの低

下やレール交換時等の緩解作業に時間がかかることが

考えられる．特異箇所については，内外の締結装置ボル

トが同時に連続して緩むという知見はほとんど確認さ

れておらず，線路巡回による定期確認および必要によ

り個別周期管理することで対応する．軌道回路レベル

については，過去に試行として締結装置周期を 11年に
試行している箇所でのレベル低下予兆は確認されてい

ないことから今後も軌道回路レベルの変化に注意する

ことで対応する．レール交換時の緩解作業については，

作業前にスプレー式潤滑油等を塗布することで対応す

る． 
7. まとめ 

(1) 疲労試験機による促進試験の結果，バラスト軌道
の締結装置ボルト軸力は載荷回数とともに一定の

低下割合に落ち着くことが分かった． 
(2) 超音波法によるボルト軸力測定の結果，実バラス

ト軌道の締結ボルト軸力は測定方法の誤差による

ばらつきは確認されるものの一定の低下傾向であ

り現地の締結トルク測定結果より最低トルクは確

保していることが分かった． 
(3) バラスト軌道締結装置補修の周期は 15年程度まで

延伸であるが，他社及びスラブ軌道の補修周期を

踏まえて 10 年まで周期延伸することとした． 
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(b)高速形 

(a)102 形 

図 5.1 超音波法による軸力測定結果 

表 5.1 軸力測定内訳（本） 

 
経過年数（年） 

合計 
0 1 2 3 11 

102形 4 22 25 16 36 102 

高速形 0 2 0 2 0 4 

 
 

13.2kN 

12.3kN 

表 6.1 見直し後の締結装置補修周期 

締結種別 トルク 
調整 

注油 
トルク調整 

スラブ軌道 ― 
1回/10年 

PCまくらぎ ― 
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